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つまり，小｢１１Ｍ|，または１回限りの分散的な取
引，あるいは品質要求が低度であって，代替製品
が豊富な品種の取引などでは紐付販売が行われに
くかった:，。汎Ｈ１の鉄鋼製品がその例であろうが、
鉄鋼に限らず，汎用の化学製品，ＤＲＡＭなど標
準品のメモリ半導体，パソコン用液晶など，主に
市場取り|によって売買される中間財の事例は数
多い。
これらの｢１１間財の価格は激しい変動を繰り返し
てきた。しかも，市場取引分の中|M]財に限らず，
中間財全体が激しい価格変動に晒される現象も珍
しくなかった。取引の価格や数量の変動を小さく
することが長期相対取引の重要な'三l的の一つであ
る点に!!（(らしてみれば，長期相対取引が完全には
機能しなかったか，長期相対取引の部分が市場取
引によって影響されていたことが推測できる。
もう少し思考を進めれば，長期相対取引と市場
取引の|川にかなり密接な関係が結ばれていたこと
も想定できよう。そうであるならば．長期相対取
引の全貌を解明するためにも．長期相対取引と市
場取引の関係を解明する作業が欠かせなくなる。
これが本稿のささやかな問題意識である。
残念ながら，長期相対取り|と市場取引の関係の
実態については．長期相対取引の実態以上に，分
かっていないところが多い。今後の研究の余地が
極めて広いといえる。しかし．企業間取引全体を
実証的な検討の対象とすることはそもそも不可能
である。事例研究を積み重ねるほかないが，本稿
では，［１本の鉄鋼取引を検討対象とする。
なぜ，鉄鋼を取り上げるかについてであるが．
鉄鋼は産業の米として，その濡要先．及び需要分
野が幅広いので．中間財としての代表'性をもつ。
しかし，より重要な理由が別にある。やや立ち入っ
て述べておこう。
戦後ロ本の鋼材取引の重要な特徴は，紐付取引
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１．はじめに
本稿の'三|的は，］950年代後半と60年代前半の日
本の鉄鋼取り|を検討することによって，長期相対
取引と市場取り|の関係についての若干の示唆点を
導出することである。
戦後日本企業システムの重要な特徴が生産財や
資本財をめぐる企業間の長期相対取引’に現れて
いることはよく知られている。つまり．戦後日本
では，企業１１１１の取引関係が継続的である場合が多
いとともに，取引相手が特定少数に限られ，かつ，
それほど変わらない２という現象がしばしば観察
されてきた。もちろん，戦後日本の長期相対取引
の形成や洗練化の歴史の全貌が明らかになってい
ないという意味で，戦後日本の企業間取引につい
ては．今後実証的に解明すべきところが多いよう
に思われる。
他方．戦後日本の企業間取引のすべてが長期相
対で行われたわけではない。例えば，本稿の分析
対象の鉄鋼の場合，長期継続取引に基づき，量と
価格共に安定する紐付販売が多かったが，建設用
のように紐付販売が行われにくい領域もあった。
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意されたことを意味する。しかし，図１でみるよ
うに．戦後の鉄鋼価格は，決して安定していたと
はいいがたい。むしろ，価格の乱高下を含めて，
かなり激しい価格の騰落が繰り返されたといって
よかろう。
が７割をも占めてきたことである（鋼材の流通経
路については後述する)。長期相対取引としての
特色の強い紐付取引の比率が極めて高かったので
ある。
長期相対取引の割合が高かったということは，
激しい価格や数量の変化を緩和させる仕組みが用
図１厚板の建値と市中価格の推移
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注：市中価格は全国鉄鋼問屋組合調査（月央，月末，最高値，最安値)。
出所：全国鉄鋼問屋組合『鉄鋼流通関連資料集-40周年記念特集』1986年二
鉄鋼の激しい価格変化を主導したのは市中価日本の鉄鋼メーカーは極端な統制と極端な市場取
格↓，つまり，２次問屋と３次問屋（＝特約店）引の両方の弊害を経験してから，本稿の分析時期
を経由する市場取引（＝店売分の取引）の価格での高度成長期に入ったのである，。こうした経験
あったといわれる。取引量の３割にすぎない市場’よ，高度成長期の日本鉄鋼メーカーをもって，価
取引の価格が，鉄鋼市場全体の価格変化を主導し格や数量を安定させるための仕組みづくり，ない
たとすれば，価格面で，鋼材の市場取引が長期相し取引の洗練化の誘引を強めたはずである。従っ
対取引に強く影響したことになる。また，両取引て．高度成長期前半は，戦後の市場取引と長期相
の価格面の関連は，数量面の関連を伴った可能性対取引の関係の形成を分析する上でも，きわめて
も高い。長期相対取引と市場取引の関連を見る上重要な時期と見受けられる。
で，戦後の日本の鉄鋼取引が格好の素材であると第２に，造船用鋼材の取引についての橋本先生
いえよう。の有力な研究6によれば，５０年代後半より造船用
次いでに，日本経済の高度成長期前半に当る．鋼材の長期相対取引が洗練化され始めたという。
50年代後半と60年代前半に分析時期を限定する理この主張をもう少し広く捉えれば，５０年代後半よ
由について述べよう。り，鉄鋼の長期相対取引と市場取引の関係も新た
第１に，日本の鉄鋼メーカーは，戦後統制期に，な局面を迎えた可能性が高い。戦後の鉄鋼取引の
市場取引が抑制される経験を強いられ，逆に，統仕組みを見る上で，高度成長期の始まりの時期に
制撤廃後の50年代前半には，朝鮮戦争と不況に伴注目するもう一つの理由である。
う激しい価格乱高下を経験した（図ｌ)。つまり，こうした問題意識に沿って，まず，２では，
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1950年代後半と60年代前半における鉄鋼取り|の全
体的な柵図を検討する。こうした取引柵図の検討
を踏まえて。３と４では，長期相対取引の紐付取
引と市場取り|の関係を，それぞれ数段面と価格面
から分析する。
が問屋経111で，直売が２％、目家使11}と輪|+|が１９
％であり，｜{Ｉ屋経由を100とすると．そのうち紐
付取引が63船であったとされる㈱・
表ｌによってほぼ同様なことが確認できる。つ
まり．商度成長期前半である50年代後半と60年代
前半にかけて，普通鋼鋼材の紐付取り|比率はやや
変動しながら’１．７０％前後の高い水準で推移して
いた。市場取引では，厳格な特定仕様の鋼材の安
定的な碓保が困難であったことが示される。紐付
取引の大部分が長期相対取引である点に留意する
ならば，５０年代前半に鉄鋼価格の乱間下を経験し
た鉄鋼メーカーが．その後，価格変化に対応して
長期相対ＩＭＩを拡大していったとも解釈できる。
2.1950年代後半と60年代前半の鉄鋼取引の構図
（１）流通経路，及び鋼材品種別の取引形態
1956年の全国鉄鋼問屋組合の調べによると,当
時の国内普通鋼出荷量の約65％が紐付契約で取引
されていた７．そして，その後の約10年間にも，
紐付取引の比率はさほど変化しなかった。たとえ
ば、６３年の普通鋼鋼材の流通経路をみれば．７９％
表１普通鋼鋼材各品種の内需における紐付取引の比率
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ただし，表１によれば，品種別の紐付取引比率
にばらつきもあった。品種別の集中度については
後述するが，とりわけ，軌条，珪素鋼板，鋼鉄板，
ブリキのような独占品種の紐付取引比率が高かっ
た。反面，亜鉛鉄板のような２次製品．形鋼、広
幅帯鋼などの紐付取引比率は平均を下回った。品
種によって，長期相対取引の必要性が異なったの
である。
そして，｜可じ表ｌから，この時期に，紐付比率
が一方的に周まったわけではないことも特記に値
する。すなわち，鋼材市場そのものが急速に拡大
される巾で，『|丁場取引も，平均的には紐付取引と
ほぼliUじスピードで拡大した。このように市場取
引が(''1びたのは，大口需要家だけでなく，中小需
要家の鋼材需要も増加し，これらの小口需要家向
けの店売りを主とする特約店の活動が活発になっ
た上，地方工業都市の発展や各府県の公共事業の
増加が著しかったからであるⅡ'。
（２）公開販売制：取引形態との関連性を中心に
他方．鉄鋼の数量や価格の激しい変動に対する
もう一つの重要な対応がこの時期に現れた。１９５８
年６月に'１W始された公開販売制（以下，公販制と
略する）である。
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共同減産と価格協定を内容とするカルテルであっ
た公販制''の骨子は，第１に，通産省が個別鉄鋼
メーカーに対して生産限度量を指示すれば，参加
企業が販売数量および販売価格を予め通産省に届
出ること，第２に。メーカー各社が一堂に会して
いっせいに２ヶ月先の先物を売り出すこと，第３
に，価格の高騰が著しい時，通産省が価格の引下
げと増産を勧告し，反対の時は減産を勧告するこ
となどであった'2．
公販制は，先発一貫メーカー３社の先物協議会
の方式を通産省の指導のもとに制度化したもので
あり，そのため，先物協議会を中心軸の一つとす
る建値制Ⅲ'と類似性があった。例えば，建値制で
は，建値という管理価格の設定によって(iHi格の安
定が図られており，公販価格も鉄鋼の実質的な管
理価格であった1$。
しかし，建値制と異なる公販制の特徴もあった。
第１に，建値制は独占品種と－部の中間的な寡占
度の鋼材品種をその対象にした。それに対して、
公販品種は，小形棒鋼．中形棒鋼、中形形鋼，厚
中板，薄板'５，普通線材の６品種であり，独占品
種は排除された。
第２に，建値制への参加企業は，先発一貫メー
カー３社に限られたが，公販への参加企業は一貫
メーカーはもちろんのこと，中小の平・電炉メー
カーを含めて普通鋼33社にまで拡大された。
第３に，建値制では．生産数量より価格のコン
トロールが重視されたのに対して．公販制では，
通産省の指示生産量を基準とする生産数量の調整
が優先的な課題として設定された。
こうした公販制が開始された背景には，５５年か
ら好調が続いた鉄鋼業が57年末を境目に不況に陥っ
たことがあった。在庫調整，民間設備投資の低迷
のため，市中価格は，すでに57年６月に建値の線
まで下がっており，さらに，５７年下期には月を追っ
て下落を続け，建値を大きく下回ったmio
また，５８年に入り，世界景気が減退する中で，
日本の鉄鋼メーカーの第２次設備合理化の設備が
続々稼動されたので，需給の不均衡，価格下落は
さらに深刻になった。通産省が奨励した輸入鋼材
が漸次入着するとともに，需要家在庫が増加し，
買い控えが顕著になってきたことも，価格下落を
促進した。
価格下落に対応するために，５８年６月６日に，
鉄鋼業界は厚板委員会と条鋼委員会を開いた。こ
れらの委員会では，八幡，富士，日本鋼管の３社
の特別価格，その他メーカーの販売価格，そして，
市場価格の３つの価格間に存在する格差を縮小さ
せること，市中の安物を買い上げる機関を設置す
ることなどが検討され，共同販売方式や監視委員
会の設置などの案も提唱された'7．それを受けて，
通産省は，行政指導による勧告操短を推進するた
め「鉄鋼市況対策要綱」を策定した上，それに基
づいて普通鋼33社，これらのメーカーと直接取引
している191問屋を参加させ，公販制を創設した鵬。
公販制が初めて実行されたのは，５８年６月26日
の第１回公開販売協議会である。この第１回公開
販売では，問屋からの申込が好調で58年７月10日
の締切までに売ltl量の９割に達し，まずは順調な
滑り出しを見せた。売れ残った分は特定問屋が買
取にあたっていたが，その後も58年度末の第10回
公開販売協議会まで，契約未達量は皆無であっ
た'9。そして，こうした公販制が実質的に機能し
たのは62年までであった。
表２と表３によって，公販制が行われた当時，
各鋼材品種の紐付・市場取引比率についてみてお
こう。表２によれば，建値品種は市場集中度が高
い方であり，相対的に集中度が低いのが公販品種
であった。なお，公販品種のうち，中間的な寡占
度の品種群と市況品種群の二つの品種群の間に集
中度格差が存在したことが読み取れる。
表３によれば，６２年当時，公販価格による販売
分が約４割，建値による分が約４割で，残り２割
が市中価格による販売分であった。そのうち，４
割を占める建値部分はすべて紐付取引分であり，
２割を占める市中価格による販売分はすべて市場
取引分とみてよかろう。また，前述のように，紐
付取引が７割であるという事実関係に即してみる
と，４割を占める公販価格による販売分のうち，
４分の３，つまり，７５％が紐付取引であり，残り
の25％が市場取引による部分と推算できる。した
がって，公販制の対象には，紐付取引される部分
と市場取引される部分が混在しており，公販品種
のうちの両取引の比率は，鋼材･市場全体における
両取引の比率とそれほど変わらなかったというこ
とができる。
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表２価格体系別の各種鋼材の集中度推移
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82.7 L－－ 69.6 
20.1 
89.3 86.7 
小形棒鋼
中形棒鋼
30.3 18.5 
30.4 
320 29.2 公販,Ｉｉ１Ⅶ１ｍ
7.8 釦一繩｜繩
47.3 
50.2 
43.8 
111形形鋼
i1f迦線材
l\板
蝉一“｜岬
412 
57.1 
51.9 
90.5 89.6 90.8 
54.2 48.1 90.7 78.5 73.3 
111板
熱延薄板
熱延広幅帯鋼
”｜岬一Ｍ
44.2 44.5 78.3 75.8 ７１．７ 
4２９ 62.0 ７００ 
１００．０ 
８０．４ 
87.6 
－
－
－
－
１
－
９
 
9２５ 100.0 
100.0 
100.0 
冷延鋼板
小形棒鋼
中形棒鋼
翻一躯一鏥一縮
57.5 
20.1 
698 
451 測一蝿一釦
29.2 市況肘!,稲 蛎一川一郡
43.8 
小形形鋼 60.4 
亜鉛鉄板 33.3 58.0 58.3 
ｌｌｌﾉﾘr：飯111協一．大h､周治・黒岩俊郎編『現代日本産業発達史１V鉄鋼』交渕社}１１版局，1969<1:，572ページ
（元の資料は，『鉄鋼年鏑)＝
表３鋼材の価格制別推定販売量（1962年）
rii位：万トン，船
通産省は，５９年１月22日に「鉄鋼生産指示愚の緩
和および公開販売価格の改定について」によって，
鉄鋼メーカーに増産と(illi格改定を指示した。すな
わち，生産限度量については小形棒鋼約10％，中
形形鋼約18％，厚板約10％の供給力の増加を図る
と共に，公販価格については，小形棒鋼．中形棒
鋼及び中形形鋼3,0001']，厚板2,0001Ⅱのり’'二げを
図つだ0。
さらに，通産省は，５９年５月に「鉄鋼｢|丁況対策
璽綱」を発表して，公販制を行政指導による禰給
安定のための好況対策に切り替える意向を明らか
にした２１．当初，不況カルテルとして出発した公
販制は，５９年５月から好況カルテルにその役割を
変えるようになった準。こうした公販制の性格変
化は表５で確認できる。
この表は．５８年と60年のIlijの['li1I櫛別llli格変化率
【
】
『‐』
[)01】
出所３炎２に|『Iじ。
（３）価格の推移
５５年から57年１ゑばにかけて鉄鋼価格が急騰し，
その後I11i格が下落へと反転し，それが58年の公販
制導入の重要なH1lIj1であったことは前述したが，
表４で確認できるように，５９年には価格が再び上
l訂しした。不況カルテルとしての公販制が効果を発
揮したといえる。
他方，iWi脳気味の市中IlIi格を抑制するために，
販売砥
公販価格による販売分７７９
大手翅1111による販売分７４４
市１１１価格にj］ 1随する販売分 428 
;1. 1,951 
構成比
４０．０ 
380 
22.0 
100.0 
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を計算したものである。この表によれば，市Ｉｌ１ｌｉｉ
格より公販価格の上昇がかなり抑制されていたこ
とが分かる。好況カルテルとしての公販制０)機能
がある程度発揮できたのである割。ただし．｜可じ
表５によって．公販価格の上昇が抑えられる腱合
いは品種別に異なり，形鋼と厚板のIili格上昇が雌
も強く抑制されたことが分かる。
公販制が実施された58年以降，一部の上昇期を
除けば，全体的な傾向として，価格が下落してい
たことも見落としていけない（表４）。独占品種
の価,格すら低下していた２１。「量は増えても値段が
｣二がらない」という「数量の景気」の時代が続い
ていた２１のである。
表４主要鋼材価格の推移
単位：TII]／トン
9，ｌ５Ｃ 
)｣］ 
【l(】 91］ 
3m 帥
ｎ 
Ｍ Ｊ１５８（ 
Ｊ１６ 6［ 
蚤ｌ公販、１１格
)_(］ ｎ ｕ 
Ｆ１ 
L」
【］’３()１１
、
－
Ｊ
ｒ‐Ｌ 
Ⅷ 
柱：lilli格水準は各年度末基準。
｛１１所：『鉄鋼統計年報』；鋼材倶楽部『鉄鋼及び｣i喫絲済指棟阯
表５公販品種の価格変化率
単位：船
6(〕fl2U)対58<12典化，Ｉ〈 62年の対60年変化率
公販(illi格ｉｌｊＩＩｌＩｉｉ梢 公販価格｜市中価格
棒鋼（19mm） 1０．８ ２１０ －２．４ 
普通線材（5.5INIⅡ） 6.1 －４．８ 割一割一Ｍ
'１(］ 
形鋼（６x65IIull） 7.9 48.5 
29.7 厚板（12mm） 0.0 －２８．１ 
－６．０ 
－７．１ 
熱延薄板 ”｜、
７
’
８
 
ａ
ｌ
ｌ
 
刊一釿冷延薄板
注：価格水準は冬年度末現在。
資料：表４に同じ。
には，鉄鋼の需要家からいうと，安定的な価格
でﾂﾞ'，必要な数量を確保することが大きな課題に
なった。特に，必要な数量の確保に苦労したのは
小'１需要家であった27.必要な数量の確保のため
の対鉄鋼メーカー交渉力という面で，大口需要家
より小１１需要家が不利な立場にあったためであろ
うが，理由はそれだけでなかった。
３．長期相対取引と市場取引の数量面の関係
（１）好況期|こおける両取引の関係
次いでに，景気変動に伴う，長期相対取引領域
と市場取引領域の量的比重の変化を手がかりにし
て，数壁面の両取引間の関係を検討しておこう。
まず，好況期についてみておこう。（llli格上昇１０１
1958〈|：
公販llli格 I|丁i11IIli格
1959年
公販価格 市中価格
l960f1 
公販価格 Ｉ ｌｉ '二l1Iiililff
棒鋼（l9Ium） 49.0 50」 37.0 ３ＬＯ ０ 37.3 4ＬＯ 37.5 
普通線材（5.5Ｉｍｌｌ） 50.6 52.3 39.6 4２ ０ 4４ ０ 4１ ０ ０ ４１０ 0
形鋼（６x651lHn） 50.0 52.3 380 3３ ０ 4４ ０ 3８ ５ 4１ ０ 4９ ０
IU乳板（l211un） 58.0 6]､７ 4８０ 3７ ０ 5２ ０ 4６ ５ 4８ 0４８ ０ 
､０ 4６ ０ 5８ ０ 5４ ５ ６ ｜、 ０５０ 0 
57.0 5５ ０ 6１ ０ ０ ５ 6０ ０１５６ ０ 
1961年
公販価格 市中価格
l962iII 
公lMili協 11丁｢lnliili格
1963年 l964fIz 
販価 市中価格公販価格 市ＩＩＪ価烙
30.0 4().０ 29.0 400 30.5４０．０ 31.0
０ 4０ ０ 4１ |〕 3６ 0 4１ ０ 3６ ５１４１ 0 
形鋼（６x65mIⅡ） 4１ ０ 3０ 0 '１０ 〕 3１ 一⑪ 4０ ０ 3０ ０ 4０ 0 30.5 
1以板（121Ⅱin） 4８ ０ 3５ 0 4８ I） 3,1 』、 4６ 0 3６ ０ 4６ 0 36.5 
熱延薄板 5５ ０ 4５ 0 5２ 〕 `1７ ０ ２ ’０ 0 5１ 0 5２ 0 
冷延薄板 5８ 0 5０ ０ 5６ 〕 5２ (） ６ 』。 ０ 5０ 0 5６ 0 4`1０ 
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例えば，供給不足期，鉄鋼メーカーは，長期的
な関係を結んでいた大口需要家への供給を優先す
る傾向があった。大口需要家向けの販売のほとん
どは紐付取引であった点を考慮すると，価格上昇
期には，紐付取引の比率が相対的に上昇したこと
が推測できる。その直接的な証拠を提示すること
は難しいが．間接的な証拠はある。
すなわち，国内の鉄鋼価格の上昇期には，世界
景気の好調と重なり，国内価格より輸出価格が問
かつたこともあって，鉄鋼メーカーが輸出を燗や
す場合が多かった。その際，輸出された品種の中
には，棒鋼，薄板，亜鉛鉄板など，競争品樋が多
く，そのかなりの部分は，国内の小口需要家向け
の市場取引に当てられるべき分であった。交渉力
が相対的に高い大口需要家向けの紐付分を大皿に
輸出へ回すことは難しかったからである。
このように国内の供給不足期に輸出が拡大され
たことによって，国内の小口需要家は一層厳しい
状況に立たされた。そのため，政府は，緊急に鉄
鋼の輸出承認を停止したり，小口需要家lijIけの鋼
材確保のための販売斡旋所を設けたりする政策を
とった。
前者については，例えば，通産省は，５５年12)1
28日，銑鉄，半成品，棒鋼，形鋼，厚板，鋼管，
軌条の７品目の輸出承認を停止するという緊急措
置を発表した２月。後者については，５５年２月炉東
京，大阪，名古屋，八幡の鋼材倶楽部内に「鋼材
販売斡旋所」が設置され，３月から，棒鋼，形鋼，
厚・中板，薄板を対象に販売斡旋業務を開始した。
56年９月にも，プール鋼材緊急斡旋所が設置され，
58年４月の廃止まで小口需要家向けへの販売斡旋
を行った卸。
そして，鉄鋼メーカーの輸出業務を担当したの
は総合商社であった。当時の鉄鋼メーカーは，輸
出の経験に乏しかった半面，総合商社は輸出経験
が相対的に豊富であったうえ，海外に支店網を有
していたからである。その限りで，鉄鋼を取扱っ
ていた総合商社が国内の紐付取引比率を上昇させ
る役割を果たしたということができる。ただし．
60年代になると，大手鉄鋼各社も輸出業務を専門
に担当する輸出部を新設するなど、メーカーの輪
'11業務の関与の度合いが高まった３０.
他方，すでに述べたとおり，高度成長期におい
て，鉄鋼問屋は，紐付取引から手数料を，店売か
ら見込み販売のマージンをそれぞれ猶得すること
ができたが，平均で，前者の販売が７割で．後者
が３割であったから，収入源としては手数料がよ
り高い重要性をもっていた。手数料商人としての
色彩が濃かったと言い換えられる。
しかし，景気動向に応じて紐付販売分と店売販
売分の比率は調整可能であった。
そのうち、好況期に，鉄鋼問屋には，市場取引
の部分を増やす誘引が働いた。すなわち．好況期
には，問屋自身の責任で見込み買いを行って，時
期を選んで売り出すことによって，より高い収入
が得られたからである。また，前述したように，
好況期に，需要家が紐付比率を高める誘引を持っ
ていたとすれば，需要家と問屋の問には．利害が
衝突する面があったように思われる。
こうした問屋の店売には投機性が介在しており，
従って，市場価格の変化を増幅する結果をもたら
した。実は，前述の公販制は，問屋による価格変
化の増幅を制限しようとする意図も含まれていた。
ただし，その意図は十全には実現できなかった３１°
つまり，公販制は価格と売出し数量を一定の場所
で同時に発表するにとどまり，従来のメーカーと
'111厘の取引慣習を変化させるには至らなかった１２。
さらに，６３年以降の公販制の廃ｌｆは，問屋の投機
的な活動領域を再び広げた意味をもったように思
われる。
問屋にとって、各地域に散在する小口需要家向
けの市場取引を拡大していく上で，各地域の状況
に詳しく，小口需要家向けの販売を行い続けてき
た特約店を活用することが，有利な戦略であった。
とりわけ，問屋が市場取引を行うに際して，しば
しば特約店を系列化するという形がとられた。そ
の手がかりとして，表６をみてみよう。
この表で，鉄鋼問屋数，特約店数の推移を見る
と．問屋の再編に伴って問屋数が減少しているの
に対して．特約店数はむしろ増加している。こう
した傾向は，特に60年代に顕著であった。６０年代
において，大規模化する鉄鋼問屋からの仕入れに
依存する特約店の新規参入が活発であった状況が
浮彫りになる。
また，各問屋別の取引特約点数の推移を現して
いる表７によれば，すでに60年に，１００以｣この特
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表６鉄鋼問屋と特約店の数の推移 表７主要鉄鋼問屋別取引特約店数（事業所ペース）
BＭ 
【】
FV 
L｣ 
'１１所：全国鉄鋼問屋組合，前掲書，４１ページ。
（２）不況期における両取引の関係
不況期には，好況期に比べて，鉄鋼メーカー，
需要家，問屋の利害がより複雑になり，紐付比率
を引上げる誘引と，同比率を引下げる誘引が混在
していた。ｔｌ：：鋼材倶楽部問屋会員数では，銑鉄専門１１M段は
除く。
lIl所：全国鉄鋼問屋組合『鉄鋼流通関連資料集一
４０周年記念特集』1986年，３９ページ。
約店と取引している鉄鋼問屋が少なからず、さら
に，７３年には各問屋が取引していた特約店数は，
60年より数倍増えていた。生き残った問屋は，取
引する特約店数を増やしていったことが示される。
鉄鋼需要の急速な拡大で店売部分の販売量も急
増していたが，零細な特約店の規模拡大には限界
があったので，問屋は，取引する特約店の数を増
やすしかなかった。その際，問屋と特約店の関係
は、単なる取引に止まらず，問屋による特約店の
系列化など，垂直的な関係の強化を伴うケースが
少なくなかった。
このように，問屋は特約店を活用する形で，好
況期に長期相対取引の領域と市場取引の領域の両
方で事業を拡大することができた。よって，二つ
の取引領域間の数量面の調整，ないし，コントロー
ルも可能になったのである。
①長期相対取引の割合を引上げる誘引
まず，不況期，あるいは価格下落期には，鉄鋼
需要家にとって，長期相対取引の必要性が低くなっ
た。市場取引によっても安い価格で鉄鋼を調達で
きたからである。実際に，不況期に紐付需要家に
よる取引の遅延，契約の破棄などが相次いだとい
われる１$。従って，需要家の利害のみに即してい
えば，不況期には，国内市場における紐付販売の
割合、あるいは長期相対取引の割合が低下する代
わりに，店売販売，あるいは，市場取引の割合が
高まった可能性がある。
不況には，一部の鉄鋼メーカーにも市場取引を
増やす誘引が高まった。出荷減少や価格下落のた
め，苦しい財務状況に追い込まれた鉄鋼メーカー
の中には，換金投売りを行うメーカーも現れた。
こうした換金投売りが市場取引で行われたことは
いうまでもない。従って，換金投売りは，国内市
場おける市場取引の割合を高めた要因といえる。
なお，メーカーの換金投売りは，とりわけ，紐
付取引と市場取引の両方で多く販売される品種に
おいて現れた可能性が高い。代表的な品種が薄板
全国鉄鋼問屋
組合会員
鋼材倶楽部
問屋会員数
特約店数
(事業所ペース）
1955 125 133 1,785 
1956 123 128 １ 778 
1957 120 127 ２ 156 
1958 123 129 ２ 278 
1959 ３ ９】１ 130 ２ 513 
1960 121 128 ９】 617 
1961 119 127 ２ 706 
1962 117 120 ２ 850 
1963 112 116 ２ 986 
1964 106 111 ３ 054 
1965 104 101 ３ ０９５ 
1966 100 101 ３ ﾙ1６ 
1967 9７ 9７ ３ ３ 
1968 9２ 9５ ３ 389 
1969 9０ 9４ ３ 382 
1970 8９ 9２ ３ 581 
1971 8７ 9１ ３ 656 
1972 8７ ９１ ３ 796 
1973 8５ 9０ ３ 901 
1974 8６ 8７ ３ 880 
’1960年
ニナ|:物産 9４ 359 
三菱商事 6０ 203 
ﾉLL紅 8７ 241 
I） 藤忠iWi事 ９】’０ 179 
Ｚ 宅産業 7３ 279 
|］ 友11H事 103 353 
|]商岩井 149 291 
ニチメン 3７ 132 
兼松江商 1３ 1４４ 
トーメン 267 
入丸産業 175 283 
大阪鋼材 180 306 
111鉄商事 189 
岡谷鋼機 128 264 
阪和興業 152 519 
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と厚板である.
例えば，表８によれば，薄板は、自動車向け，
電気機械向けが多い上，販売業者向けも３割を占
めていたことがわかる。自動車向けや電気機械向
けは，主として紐付取引されており，建設向けは，
主として市場取引されたから，薄板は紐付と市場
の両取引で販売されていたことになる。そのため．
薄板市場では，市況の変化によって。取引形態間
のシフト，用途間のシフトが行われ、例えば，不
況時には，建設向けを中心とする市場取引で販売
される割合が高まった。
表８薄板受注（内需）の用途別構成比
単位:兜
■
１
－
ｊ
Ｊ
 
ｒ
Ｌ
 
[１８ 
ｌ(］ 
資料：鉄鋼用途別統計委員会．ｉｉｉ禍１１；。
次いでに，厚板について見ておこう。表９によ
れば．厚板は．造船向けに最も多く使われたが，
他の用途にも分散されて使われていた。例えば，
川鉄の厚板の需要は，造船，車両，建設をはじめ，
頭機械，電機，造管業界にまで広範に及んだ;'1．
表９によれば。最終的には建設部門で使われる:Ｍｉ
と思われる販売業者向け及びシャー業者向けが２
割～３割を占めていた。厚板も，長期相対取引と
市場取引の両方がそれぞれにかなりのウエートを
もって行なわれたのである。従って，薄板と同じ
く，厚板事業に携わっていた鉄鋼メーカーも，用
途間に，なおかつ，取引形態間に生藤，Ｈ１荷数蹴
をシフトしながら，市況変動に対応していたと見
受けられる。
表９厚板受注（内需）の用途別構成比
単位:兜
1960年 9６ 
建設補修 16.8 
11.6 
３．８ 
リ
ー
ー
Ｌ
3０４ 
８０ 
鉄道車両
容器
次工程
販売業者
シャー業者
その他
酬一溺一ｕ｜い・幽三叩一Ｍ
１
Ｊ
 
8.8 
)0.［ 
資料：鉄鋼用途別統計委員会，前掲fIl:。
ただし，厚板は，薄板と異なる点が二つあった。
第１に，厚板は，薄板と違って，規格品か無規格
品かによって，取引形態や用途のすみ分けが見ら
れた゜すなわち，厚板の規格品は主に造船向けな
どに紐付取引されたのに対して，無規格品は建設
向けなどに市場取引された。従って，厚板の規格
1959年 196()『1笹 1961年 1962年 1963年
建設補修 ６６ 6.5 ６．６ 6.7 6.4 
瀧業用機械 戸、 ７ ５ ５ ５ ３ ３ ８ ４ ６ 
電気機械 1７ 0 1４ ５ 1３ 『ｊ■ 1２ ８ 1４ ４ 
船舶製造修理 ７ ７ ７ ８ ６ ６ ７ ９ ８ 1 
自動車 2３ Ｐｂ 2４ 【０■□ 2７ ２ 2６ ８ 3３ －０ 
鉄道車両 １ ８ １ ０ I 0 ０ ７ ０ 
容器 ７ ７ ７ ８ ６ 戸ａ ５ ６ ５ 
次工程 ０ ７ ０ 【０口● ０ ６ ０ １ 
販売業者 2６ ５ `Ｉ 3０ ３ 3２ ８ 
その他 ２ ８ ９】 １ ９】 ２ ９】 １ １ 
内需計 100 ０ 100 ０ 100 ０ 100 ０１００ ０ 
1961〈|｛
1５．６ 
11 ８ ８ ６７ 
３ ６ ９】６２ 
【Ｉ 2７ ０４１ 
７ １ ７ ６ 
２ ６ 1 ９２ 
２ ５ ］ 庁！ １ 
２ ５ ２ ４２０ 
戸
ノ
]７ 
２ 
１ 
1８ 
1５ 
８ 1２ 
８ 1２ 
５ 
２ 
０ ３ 0 １ ０ ２ 
100 ０ 100 ０ 10  ０
Hosei University Repository
4２長期相対取引と市場取引の関係についての考察
品と無規格品の両方を生産するメーカーは，不況
時に，無規格品の市場取引比率を高めるという行
動をとった鰯。
第２に，薄板に比べれば，取引別の生産企業の
分業がはっきりしていた。つまり，二流一貫メー
カー．平・電炉メーカーの無規格品生産が量的に
多く，逆に，規格品は一流の一貫メーカーの生産
が多かった。従って，薄板より両取引市場間の量
的なシフトが制限されたということができよう。
る一貫した方向の変化も現れた。
具体的には，高度成長期において，新製品が出
現し普及される中で，その新製品で長期相対取引
が急速に浸透していったことである。この時期の
代表的な新製品群がストリップ・ミル関連の製品
であり，後述するように，これらの製品群は当初
の独占品種から競争品種へと変化した。一般的に，
競争品種の場合は，市場取引されるが，現実では，
ストリップ・ミル製品のほとんどが紐付取引され
た。
５０年代後半には，鉄鋼メーカーの第２次設備合
理化によってストリップ・ミル製品の生産が急増
した。広い意味での薄板類といえるストリップ・
ミル製品の生産は，1965年頃に1950年の１１倍に達
しており，特に，自動車向け需要の速い増大を背
景に59年から62年にかけて急速に伸びた'0.
成長性の高い新製品は当初利益率の高い品種で
もあったので，新規参入が活発に行われ，後発企
業の追い上げが激しかった。例えば，表１０でみる
ように，新たな薄板類の冷延鋼板の場合，後発の
川鉄が積極的な設備投資に基づいて，市場シェア
を伸ばしていた上，６０年代に入ると肝住友金属工
業，神戸製鋼，日本鋼管が新規参入し，これらの
メーカーのシェアも高まった。反面，当初同製
品で先行していた八幡と富士の市場シェアは後退
した。
②市場取引の割合を引上げる誘引
一方，不況時には，市場取引の割合を３１｣二げる
誘引も働いた。まず，紐付契約を行えば，市場価
格に関係なく需要家が引取ることになる。従って，
不況期に，問屋は取引の安全』性から進んで紐付契
約を多くするようになった37.不況期の問屋の利
害に限ってすれば，国内市場における紐付取引比
率を引上げることが望ましかった。
不況期に．一部の大手鉄鋼メーカーも紐付取引
比率を上げる誘因が強かった。例えば，不況期に
価格下落による採算悪化が独占品種より競争品種
で深刻であり，したがって，独占品種を保有して
いるメーカーは，相対的に独占品種の生産構成を
高めた。独占品種はほとんど紐付で取引されてい
たので，こうした鉄鋼メーカーの行動は，国内市
場における紐付比率を上昇させる要因になった。
それに，1950年代と60年代前半に，日本の鉄鋼
輸出は国内の需給調整のバッファーとして扱われ
てきた。つまり，内需減退時の輸出増加，内需増
加時の輸出減少という典型的な限界供給輸出のパ
ターンが繰り返されたのである鴫。不況期に，日
本の鉄鋼メーカーは輸出を増やしており，なおか
つ，決まった需要家向けでなく39,市場取引に近
い形で輸出された。そこで，この輸出増加分は国
内の紐付分というよりは市場取引分を代替する性
格を強くもっていたといえる。不況時の輸出が，
国内鉄鋼市場における紐付取引比率を押し上げる
要因であったのである。
表１０冷延鋼板の企業別シェア
単位：船
出所：飯田賢一・大橋周治・黒岩俊郎編．前掲書．
583ページ。
また，熱延広幅帯鋼の市場においてもほぼ同様
な変化が現れた。つまり，熱延広幅帯鋼は，５６年
に八幡１社のシェアが70％，富士を加えた上位２
社のシェアが94％である「独占品種」であったが，
その後，日本鋼管，川鉄，住金などのニュー・エ
（３）新製品のストリップ・ミルの成長と長期相
対取引の拡大
景気変動に伴う，紐付取引と市場取引の比重の
循環的な変化だけでなく，両取引の比重と関連す
1955年 1960年 1965年
八幡製鉄 44.4 25.1 17.7 
富士製鉄 3３ ６ 1６ １ 1４ ４ 
日本鋼管 0 0 ４ １ ９ ５ 
Ⅱ|崎製鉄 ２ ３ 1６ ３ 1６ 0 
住友金属 ０ ０ ０ ０ ５ ３ 
神戸製鋼 0 0 ０ ０ ６ ５ 
６社計 8０ １ 6１ ６ 6９ ４ 
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ントリーが相次いで，八幡の市場支配力が大きく
後退した（表11)。
表１０と表11で分かるように，当初のストリップ・
ミル製品は，八幡など先発企業による「独占品種」
であり，これらの品種で後発企業による迫上げが
激しかったことは，独占品種が競争品種に転化し
たことを示す。高度成長期に入って．大手鉄鋼メー
カーの間に「独占品種」のつぶし合い競争が熾烈
に展開されたといわれるが．その競争の焦点になっ
た各社の戦略商品がストリップ・ミル製品であっ
たのである。
表１１熱延広幅帯鋼の企業別シェア
単位:船
ｐ 
【）ｕ（ 【)1］
【１９１1０
ＩＤＩ 00.0１０ｕ（ 【lＯｌｌＯＯＯＩｌＯＯ（ 〕０(】
注：富士製鉄のシェアには東海製鉄の生産が含まれる。
IIl処：飯田賢一・大橋周治・黒岩俊郎編、前掲Ｉ!｝．569ページ（元の資料は，公正取引委員会『主要
産業における生産集中度』及び『ロ本の雌雄架１１１』し
なお，新製品市場への新規参入，そして．｜可製れてきた脳。確かに，採算，価格の面では，そう
品の生産拡大は，個別企業の品種別売上高榊成のいう点を否めないが，企業シェアの変化をみれば，
大幅な変化を伴うものであった。ストリップ・ミ先行研究の主張が一面的すぎることが分かる。
ルの後発メーカーの住友金属の例をみておこう。すなわち，競争品種になりつつあったストリッ
同社は，６２年４月ホット・ストリップ・ミルの完プ・ミル製品市場で，競争上不利といわれる川鉄，
成，稼勅による熱延鋼板の生産開始を契機として，’三1本鋼管のシェアが上昇していた上，競争上有利
冷延鋼板・圧延鉄板など，同社にとって新たなliill といわれる八幡製鉄が富士製鉄よりはるかに速い
種を次々に市場に送出した。スピードで市場シェアを落としている。需要が仲
その結果，住友金属の製品構成は大きく変化しびていた60年から65年の間の全鋼材での企業別シェ
た。1950年代後半において，同社の製品柵成は，アをみると，八幡のシェアが低下したのに対して，
車両鋳鍛品，鋼管，条鋼類の３本の柱から成り立つ 徹士のシェアは後退しなかった。しかも．神戸の
ており，特に，伝統的な高級鋼管・車両用品などシェアが現状維持に止まっているのに対して，川
の特殊製品の比重が高く，５８年において，同製品 鉄のシェアは躍進した'３．
の比重が約60％に達していた。従って，この時期の企業間競争については．単
しかし，６２年以降．ストリップ・ミルの一般市に各社で競争品種の比重が高かったかどうかより．
場品の比率が高まって，６５年度以降これら従来の広がっていく競争品種市場で如何に対応したかが
特殊製品の構成比は約30％まで低下した。競争が はるかに重要であったように思われる。また，競
激化する中で，「市場品・新製品」の販売の伸び争品樋の比重が高い企業は，成長性の高い品種仁
が著しかったことⅡ，売上高のうちの競争liMiHの多く柵わっていることを意味する限りでは．競争
柵成比が高まったことが示される。上有利さを現す場合もある。ひいては，競争品櫛
さて，先行研究では，大手一貫６社の中でも，における激しい競争で勝ち抜くことができた企業
八幡製鉄，住友金属，神戸製鋼所に比べ，富士製であれば，競争品種の比重が高いという車突は，
鉄，日本鋼管，川鉄は競争品種の比重が高かったむしろ，高い競争力の証拠でもあった。
ため．中小メーカーの値下げに巻き込まれやすぐそして，競争に勝ち抜くための有力な方法が新
なり．その結果，競争上不利であった点が指摘さ製品市場における紐付販売の拡大であった。鋼材
1956年 57年 58年 59(|：６０ｲド 61flモ 62年 63年 64年 65年
八幡製鉄 69.7 67.2 ５ ０ 【ｌ』⑪ 55」４７．６ 42.9 38.8 35.0 3Ｌ８ 28.2 
篇三上製鉄 2４ ２ 2６ ７ 3４ ６ ６２９ １ 2７ ８ 2７ ｜、 2８ 0 2４ ０ 2５ ７ 
日本鋼管 0 0 ０ 0 ０ ０ ０ ５ ５ ６ 1０ ９１３ ８ ９】１ ９】 1３ ４ 1３ １ 
111崎製鉄 0 ０ ０ ０ ０ {〕 1５ １ 1６ ８ 1７ ４１６ ７ 1４ ８ 1８ ７ 1８ １ 
(t友金属 ０ 0 ０ 00 ０ 0 ０ ０ ０ 0 ０ 1 ９ ７ ４ ９ ６ ９ ７ 
６ １ ６ １７ ２ ０ 『００ 0 ９ 1 0 Ｉ ３ ２ ６ ？】 ５ ５ ２ 
100 ０ 1 0 ０１００ ０ 100 0 100 ０ 100 ０ 100 ０ 100 0 100 ０ 100 ０ 
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4４長期相対取引と市場取引の関係についての考察
たように，もともと注文生産の特殊品に強かった
ので，その販売は紐付取引を中心に行ってきたが，
60年代前半，新製品が競争品種が転化されつつあ
る中で，この新たな競争品種においても，紐付需
要を開拓する方針を堅持していたのである。
５８年４月以降，ストリップ・ミル製品の販売戦
線に加わった川崎製鉄も，新規需要の開拓におい
て，紐付契約を重視していた。すなわち，川鉄は．
千葉製鉄所のストリップ・ミルの稼動に際して，
ストリップ・ミル製品の販売方針として，紐付需
要への供給重点主義をとり，安定需要家との結び
つきの強化による拡販対策を図った゜とりわけ，
自動車，家電，鋼製家具などで需要が急速に拡大
していた冷延鋼板について，大手自動車や電気メー
カー，その部品メーカーと相次いで取引を開始し，
紐付契約の基礎を固めていった50.
紐付取引を広げようとする鉄鋼メーカーの努力
は，既存の競争品種においても現れた。すなわち，
第２次，３次設備合理化計画の推進によって新設
備があいついで稼動し競争が激しくなりつつある
中で，鉄鋼各社は，操業の安定と安定価格の受注
を図り，競争品種の多い条鋼類においても紐付取
引を増やしていったのである。
住友金属の事例から，この点を確認しておこ
う51・住友金属は，条鋼関係の販売増大のために
官公庁とのコンタクトを密にし，６１年以降，長期
契約方式を増加させた。特に，同社は62年から異
形棒鋼５２の生産を開始し，東海道新幹線工事用や
新住友ビル建築用などに販売を行ったが，これは
同社初めての条鋼関係の紐付販売であった。
また，住金は，従来の異形鉄筋より強度が高く，
かつ，経済性にも優れる高張力異形鉄筋の「スミ
バー」を開発し，６３年春から各地の関係官庁，設
計事務所，土木建築業者，施主施工業者への売り
込みを開始した。その結果，「スミバー」は．東
京では国立劇場，第２丸の内電話局ビル，第２丸
の内ビル，大阪では西阪神ビル，新朝日ビルなど
に紐付契約で販売された。
それに，住金は，６３年４月に，引抜き用棒鋼の
社内規格を制定し，それまでの店売主義から紐付中
心主義へと，引抜き用棒鋼の販売方針を転換した。
ただ，これら既存の競争品種は，建設向けが多
く，一般的に，建設用鋼材の紐付販売は，スポッ
の企業間取引における大きな変化である。こので
きごとについて立入って検討しておこう。
ストリップ・ミルの新製品を中心に，利益率の
よい品種の潰し合いが顕著であったことは既に述
べたとおりであるが，よって，各社の品質水準格
差の縮小など，大手各社の実力が近接し，競争条
件は，５０年代前半より格段と厳しくなり、そのた
め，販売競争は激化の一途をたどった。さらに，
60年代前半に第３次合理化設備が次第に完成され，
稼動に入ると，鋼材の買手市場の性格が定着し
たⅡ。５０年代後半と60年代にかけての鉄鋼業にお
いて，生産能力が増強し，生産性が向上したにも
かかわらず，採算面ではそれほど芳しくなく，
｢利益なき繁栄｣ｲ５が続いたゆえんである。
激しい競争で勝ち抜く上で，各社にとって，如
何に将来性に富む需要分野を開拓するかが極めて
重要な課題になった。そこで，各社は，ストリッ
プ・ミル製品の新たな需要分野として自動車，電
気に注目し，これら需要産業への紐付取引の拡大
に努めた。特に，大手鉄鋼メーカーは，ホット・
ストリップ・ミルおよびコールド・ストリップ・
ミルの稼動に軌道に乗ってから，自動車メーカへ
の継続的，安定的な紐付販売を開始したとされ
る$6.鉄鋼各社は，戦前，戦時，戦後統制期にか
けて，販売活動を問屋に委せてきたが，５０年代後
半より，紐付取引を中心に新たな需要を開拓する
ために，販売組織の整備，調査統計の充実，需要
分析などにエネルギーを注いだ47．
ストリップ・ミル製品での後発企業を事例に，
新製品分野における紐付取引の拡大の姿勢を確認
しておこう。
住友金属工業網にとって，コールド・ストリッ
プ・ミルによる冷延鋼板は，もっとも経験の少な
い品種であったが，この品種で紐付需要を優先す
る販売方針を堅持し，６１年から社長の年頭の辞に。
販売政策として，必ず「紐付（需要家）重点主義」
を強調した。具体的に，「紐付重点主義」とは，
新たに台頭していた「市場品｣，あるいは，「市場
流通品種｣畑で，「極力最終需要家と密接な連携を
保ち，サービスに遺漏なきを期し」て，「小口需
要家であっても直接足を運んで要求品質について
話し合い，その購入にあたっての要求を満たす」
ように努めることであった。住友金属は，前述し
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|､発注の累積であり，造船産業機械における定鼠
的な流れと趣を異にする点も見逃してはいけない認。
高かった上．５９年より公販(ill樋に加えられたこと
もあり．５９年から63年４月までその価格が比較的
安定していた。しかし．６３年度以降における供給
能力の増大が，冷延鋼板の需給バランスを構造的
に崩した。そのため，市場取り|分の価格が急速に
下落し，市中価格が公販価格を大幅に下回った。
よって、冷延鋼板全体の価格が急低落しつづけ，
|可品種が「不況品種のチャンピオン」とさえ呼ば
れ，市況対策の中心となるに至った麹。冷延鋼板
の需給不均衡がまず市場取引部分で発生し，市場
lili格が急変し，それが紐付価格や公販価格の下落
に波及したのである。
4．長期相対取引と市場取引の価格面の関係
（１）価格変化の基本方向を決めた市場取引
大企業同士，または，大手鉄鋼メーカーと鉄鋼
２次メーカーの長期相対取引の場合，その価格は，
短期的な市況変動に左右されないといわれる3$。
特に，ほぼ全量が長期相対で取引されていた独占
品種は，競争品種より，価格変化の度合いが小さ
かったということは既に述べたとおりである。
しかし，他方で，市場取引，あるいは．スポッ
ト市場の動向が長期相対取引の需給者問の交渉力
を変化させた。例えば，石油危機後の自動車向け
鉄鋼取引の交渉の際，スポット市場の価格が考慮
された顕。鋼材流通量の３割にすぎない限りで，
周辺部ともいえる市場取引の価格機構の機能が，
鋼材流通量の７割を占める紐付取引の価格交渉に
取り入れられたと言い換えられる。これは，長期
相対取引の価格が市場価格の変化の影響を強く受
けてきたことを意味する。
長期相対取引価格がスポットrIj場の市中価格に
よって影響を受けた理由として，まず，市中価格
が実勢の需給をより敏感に反映したので，平炉，
単圧．伸鉄メーカーの販売価格，そして。一貫メー
カーの建値設定などの基準になった訓巨とが想定
できる。しかし，理由はそれだけでない。もう少
し詳細に述べておこう。
鉄鋼は，石１１１１など他の基礎的な素材と同様に，
その需要。供給の価格弾力`性が極めて小さい。そ
れゆえ，需要愚，供給量の小さな変動によっても，
価格が大きく変化されうる。その際鉄鋼市況を
規定する需給量は，あくまで長期相対取引分と市
場取引分を合わせた量である凧7．ところで，短期
的な取引量の変動が起りやすいのは．市場取引の
部分である。したがって，市場取引分の変動が全
体の鉄鋼価格変動やその方向を一義的に決め，か
つ，市場価格が紐付価格の変化に大きく影響する
ケースが多かった鯛。
ほぼ同様なことは，一部の個別鋼材品種につい
ても当てはまる。例えば。自動車向けを中心に急
速に伸びた冷延鋼板は，紐付で取引される割合が
（２）企業間の利害差と競争：市場価格変動によ
る紐付価格の撹乱
ただし，価格の設定や変動をめぐって．鉄鋼メー
カーの利害が一枚岩であるわけでなかった。例え
ば，５７年５月に，通産省が各社統一の安定帯価格
の設定による低位安定を図ったが，各社の意見調
整は難航した。
すなわち，八幡，富士，日本鋼管の先発一貫３
社（＝建値３社Iﾖ)）は建値の引上げを主張したが．
住友金属，川鉄，神戸製鋼など関西の後発一貫３
社は，先発一[H[３社の建値との格差および平炉メー
カーとの価,格差を設けないよう主張した。なおか
つ．平炉メーカーは関西の後発一貫３社と統一価
格にすることに硬く反対した川。それに、６２年に
不況に転じた時も，通産省の(ili格引下げの要求に
対して，鉄鋼業界内部で，多少のⅢi格引下げを肯
定する企業と，実勢価格の－１１Ｗ)低下を懸念する
意見とに分かれていた６２.
価格をめぐる各社の利害対立は，別の角度から
すれば，建値を重要な指標とした先発一貫３社の
紐付価格の変化と、中小メーカーの販売価格の変
化が影響し合うITI能性が常に存在していたことを
示唆する。実は，５０年代前半に復活した建値制の
下で．当初から二つの市場．二つの価格が並存し
ており，建値は市場価格に撹乱される危険性を常
にはらんでいた。５４年と57年に建値が崩壊したの
は，こうした危険性が顕在化したからであった。
そこで，本稿の分析時期に該当する57年の建値崩
壊のプロセスについて見ておこう虚１．
５５年初から急騰を続けた鉄鋼価格は，５７年に下
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落の兆しが見え始め，同年７月に棒鋼，形鋼厚
板などの市価が建値を大幅に下回つった。これら
の品種は，大手メーカー．中小メーカーの製,Iiillが
互いに交錯する分野であったため，市中価格の下
落は中小メーカーの販売価格を脅かした。こうし
た撹乱は後発一貫メーカーの販売価格に続き，先
発一貫メーカーの建値まで巻き込んで．これら建
値３社は，９月に一部品種の建値下げを実施した。
さらに，11月下旬に，富士製鉄は．中小形棒鋼，
中形形鋼，厚板など中小メーカーとの競争が激し
く市価の下落幅の大きい品種について，建値を遥
かに下回る水準の販売価格を独自に設定した。こ
れは，建値の改定に当って建値３社間に協議する
というそれまでの建値制の原則を破るものであっ
た。５７年１２月の建値改定にあたって，八幡，日本
鋼管の両社も，富士が特価を設けた品種について
は富士に同調して建値とは別に販売価格を設定し
た。５４年10月に復活した建値制は３年目にして事
実上崩壊したのである。
そもそも建値が紐付取引の基準価格として設定
された点を考えると，建値が市中価格によって撹
乱され，なおかつ，建値制自体が崩壊したことは，
市場価格が紐付価格が影響を与えた典型的な例に
あたるといってよかろう。
（３）公販制の限界との関連
その際，市場価格が紐付Il1i格に影響を与えた現
象が，大手メーカーと中小メーカーが競合関係に
ある品種に集中したことも注目に値する。実は，
このことは，市場価格が公販価格に与える影響を
遮断する上で，当時の公販制が限界を抱えていた
ことを示す。すなわち，第１回公販参加メーカー
の販売量のウエートは58年７月分で普通線材98％・
厚中板99.7％と高かったが，中形形鋼8596,中型
棒鋼67％，小形棒鋼50％で相対的に低かった';'。
さらに，表12によれば．公販６品種のうち，厚
中板，薄板，普通線材の３品種においては，公販
メーカーの占める生産割合が高い水準でほぼ変化
しなかった。それに対して，中形形鋼，中形棒鋼，
小形棒鋼の３品種の場合は，同割合が低下する傾
向を見せていた。
このように公販制外のアウトサイダーが多く残っ
ていた燗後者の３品種は，その生産集中度が低く，
中小メーカーの占めるウエートが高い競争品種で
あった。従って，競争品種における激しい企業間
競争が，市場価格による紐付価格への影瀞力を強
めた可能性も高いということができよう。
表１２品種別の公販メーカーの生産割合
ｉｉｉ位：兜
[１冊
r1 
L」
9６ 
注：薄板＝熱間薄板＋冷延広幅帯鋼十冷延鋼板一ブリキ。公販メーカーは65年３月現在。
資料：飯田賢一．大橋周治・黒岩俊郎編，前掲評，573ページ；通商産業省『鉄鋼統計
年報小
それに，６３年と64年にかけて，公販６品稲の中
でも公販メーカーの生産するウエートが高く､中
小メーカーの市場撹乱に対して抵抗力の強いとい
われた薄板の価格も暴落し，こうした薄板製品の
価格暴落が公販制崩壊の原因になった坊。すでに
述べたように，ストリップ・ミル製品を中心とす
る薄板で紐付取引が広がっていたことを考噸すれ
ば，紐付価格が市場価格変動の影響を強く受けた
一例と解釈することができよう。
（４）紐付の規格品価格のベースとしての無規格
品市場価格
厚板の場合，造船向けなどの規格品が紐付取引
されたのに対して，建設向けの無規格品は市場取
1959年 1960年 1961年 1962年 1963年 1964年’1965年
中形形鋼 77.7 69.4 79.1 62.0 63.5 67.7 64.2 
中形棒鋼 7９ 0 6９ ９ 6３ ４ 5３ '１ 5４ 【Ｐ亙り 〆ＯｌＯ ２１５０ ９ 
小形様鋼 4４ ６ ＲＵ ｌｏ ５６０ ３５８ ９ 5３ ０ 5３ ３ ０ ’０ ７ 
厚中板 9７ ７ 9９ ５ 9９ ７ 9７ ６ 9７ ２ 9７ ６ 9７ ２ 
薄板 9９ ２ ７ 9８ ２ 9９ ３ 9９ ４ 9８ ７ 9５ ６ 
9７ ７ 9３ １ 9５ ６ 9５ ８ 9６ １１９６ ８ 9５ ４ 
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引され，この二つの取引別に，設定価格も分かれ
ていた''7゜例えば，６２年市況がドン底にあった時
に，規格厚板の公販価格は４万6,000円と定めら
れたのに対し，平電炉・単圧メーカーの無規格厚
板は３万円以下で取引された㈱。
しかし，無規格,1iiI,厚板の市中Iiili格と規格品l1jl板
の紐付価格が無関係に決められたわけではない。
むしろ，両製品の価:格は連携する形で決められた。
つまり，すべての厚板製品のベース価格は無規格
材の価格であった。すなわち，定額の規格料（＝
エキストラ＝超過料金＝割増料金）を加算したの
が規格材の価格であった。また，寸法上の精度，
化学成分，引張り強さ，降伏点，伸び率，衝撃値，
曲げ角度，内側半径など規格が商度になれば，原
料の選択や加工｣=の操作が難しくなる上，歩閉ま
り率も低下した。
そのため，厚板のベース価格である無規格,Iii11mi
格が変動すれば，同じ方向，なおかつ．ほぼ|iEilじ
幅で規格品価格も変動した。二れは、市場価格の
変動がストレートに紐付価格の変勅に影響したこ
とを現ｵﾌす。
ベ，鉄鋼メーカー，需要家，問屋の利害がより複
雑になり，紐付比率を引上げる誘引と．同比率を
引下げる誘引が混在していた。
他方．高度成長期における代表的な新製品群が
ストリップ・ミル関連の製品であり．この製品群
は当初の独占,Bi1,種から競争品種へと変化した。一
般的に，競争品種の場合は，市場取引が多く行わ
れるが，現実では，ストリップ・ミル製品のほと
んどが紐付で取引された。本来なら，市場取引さ
れるはずの領域が長期相対取引によって代替され
ていったのである。
次いでに，長期相対取引と市場取引のＩｉｌｉ格面の
関係については，長期相対取引の価格が市場取引
の変化の影響を強く受けた。こうした影郷は企業
間の利害対立を伴う競争によって増幅された。ま
た，市場価格が紐付価格に影騨を与えた現象が。
大手メーカーと'11小メーカーが競争関係にある品
種に集中したことから，公販制の限界が浮彫りに
なる。それに，厚板の事例では．無規格品の市場
1M格の変動が規格品の紐付価格に影響する現象も
みられた。
以上の分析を踏まえて，直ちに４つの今後の研
究課題が浮び上る。第１に，本稿では，主に供給
サイドを中心に鉄鋼の取引を分析したので，取引
のもう一つのlliIllである需要サイドについての分析
が行われなかった。本稿の限界であり，それゆえ，
鉄鋼の需要サイドから取引の実態を分析すること
は今後の研究課題になる。
第２に，第１の課題とも絡むが，企業間取引を
社会的分業の一環として捉える場合．この時期の
基礎素材としての鉄鋼の市場取引と長期相対取引
のljU係が当時の|]本の社会的分業においてもつ意
義は何かという大きな分析課題がある。
第３に，日本の色々な中間財の市場取引と長期
相対取引の関係を考える上で，鉄鋼の取引がどの
ような特殊性と一般性を持つかを検討することで
ある。
第４に，本稿の分析時期の後．例えば，1960年
代後半や第１次石油危機以降において，鉄鋼の市
場取引と長期相対取引の関係がどのように変容し
ていたかという研究課題もある。
5．むすび
高度成長期前半に，鉄鋼市場が急速に拡大する
中で，｜]本の鉄鋼メーカーは。長ＭＩＩ相対取引を拡
大した。しかし，市場取引も共存しており，この
部分が長期相対取引に強い影響を与えた。
市場取引による影響への一つの対応が58年より
スタートした公開販売制であった。公販制は．価
格の変化を抑制するなど，一定の機能を果たした
時期もあった。だが，６２年以降には，公販制が名
目化してしまって．全体的な鋼材価格が下落傾向
をたどる「数量の景気」の時代が続いた。
長期相対取引と市場取引の数f１１面の関連につい
ては，供給不足期，鉄鋼メーカーは，安定的，長
期的な関係を結んでいた大口需要家への供給を優
先する傾向を強めたため，紐付取り|の比率が_上昇
した。こうした好況期に，鉄鋼|M1屋は，投機性を
発揮できる市場取引の部分を増やす誘引が強く、
需要家と問屋の利害が衝突する而もあった。また．
問屋が市場取引を行うに際して，しばしば特約店
の系列化が活用された。不況期には，好況期に比 ｌ本稿で使われる長期相対取り|という概念は，経
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済学の標準的な教科書で説明されるスポットi17場
との相違を表現したもので！主として原材料，部
，W,などの企業''1]の取引形態を指す（橋本寿剛『|］
本経済論』ミネルヴァ書房．1991年，130ページ)。
２橘本寿朗『戦後日本経済の成長構造一企業シス
テムと産業政策の分析』有斐閣，2001年，５４ペー
ジ：橋本寿朗編『日本企業システムの戦後史』東
京大学出版会，1996年．206ページ。
３岡本博公『現代鉄鋼企業の類型分析』ミネルヴァ
書房，1984年，137ページ.
Ｉ市中価格は．市場取引で形成される価格である
ので，以下，市ＦＩＩ価格と市場価格を混用する。
５もちろん,図ｌからも分かるように．筒腿成長
期に入って．鉄鋼価格の激しい上下変動が一気に
小さくなったわけではない。
６橘本寿朗，2001年，前掲轡；橋本寿朗編，Iiii掲
諜。ただ．鉄鋼の紐付取引の形成，洗練化の臓史
については，今後さらに実証的な解明が必要であ
る。なお，石井は．５０年代半ばまで．鉄鋼など基
礎素材の価格が激しく変動したが，それ以降，基
礎素材の取引をめぐって長期的な企業間関係が活
用された．という興味深い指摘をしている（石井
晋｢アパレル産業と消費社会-1950～1970年代の歴
史」『社会経済史学』第70巻第３号，2004年０１１，
４７ページ)。
７余国鉄鋼問屋組合『日本鉄鋼販売史』1958年．
281ページ。
８１]本鉄鋼連MII『鉄鋼界』1964t１２１２月号,７９ページ。
９こうした変動は，鉄鋼の市況への対応という面
が強い。その論理については後述する。
10111崎勉『戦後鉄鋼業論』鉄鋼新聞社，1968年，
422ページ。
１１戦後のかなりの期間．独占禁I上法の影響で鉄鋼
業におけるカルテルは認められなかったが．５４年
原料購入カルテルが認められた上，５８年４１１には，
八幡，富士。神戸．中山製鋼，大阪製鋼，（12余の６
社で．普通線材．線材製品の輪１１１カルテルが結成
され認められた（『住友金属工業最近十年史』１９６７
年，332～333ページ)。
ｌ２杉岡碩夫｢鉄鋼産業における嫌占体制」（｢１１村秀
一期・杉岡碩夫・竹中一雄『日本産業と寡占体制』
新評論。1966年，所収193ページ；八幡製鉄『炎
と共に－八幡製鉄株式会社史』］981年．543ページ．
１３建値制は．1911年，八幡製鉄所が先物協議会を
IjMいて，定jOI物，先物を宛H1す時に称した制度で
ある・こうした建値制は，第１次世界大戦ブーム
後と，戦時期や戦後統制期には廃止されるか．機
能停止されたが，その後，繰り返し復活する歴史
をたどった。
]４戦前には，戦後と建値設定方式が異なった。つ
まり，戦前には，鉄鋼の輸入依存度が高く，日本
の鉄鋼製品は’輸入品に対して十分な国際競争力
をもっていなかったので、建値の水準も輸入品に
追随して決定された。
１５公販品抓に薄板が加えられたのは59年10月２１日
の第17回公W|販売協議会においてであった。ただ
し，通産省が薄板メーカーに公販制への参加を要
望した当初．薄板市況がよくなかったこともあり．
薄板業者の意見がまとまらなかったとされる（『通
商産業政策史（第６巻)』，470ページ)。
１６飯田賢一・大橋周治・黒岩俊郎編，前掲書，560.
572ページ，560ページ。
１７『通商産業政策史（第６巻)』，464ページ。
１８飯田賢一・大柄周治・黒岩俊郎編，前掲書．５６４
ページ。
１９『通商産業政策史（第６巻)』，467ページ．
２０『通商産業政策史（第６巻)川467ページ。
２１飯田賢一・大lMi周治・撫岩俊郎編，前掲轡,565～
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